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ごあいさつ

介護保険制度は、高齢者を社会全体で支える仕組み

として平成１２年４月の創設から２０年が経過し、現

在では、広く町民生活に定着しています。

そのような中、これまで全国的な後期高齢者の増加、

少子高齢化・人口減少傾向を受けて、国においては、介

護保険制度の持続可能性を維持し、高齢者が可能な限

り住み慣れた地域で、自らの能力に応じ自立した日常

生活を送ることができるよう、介護保険法等の改正が

行われてきました。

本町におきましても、総人口は平成１２年の１０,７４１人から、令和２年は

６,８４５人となっており、２０年で約４，０００人（約４割）減少しています。

団塊ジュニア世代が６５歳以上となる令和２２年(２０４０年)には、更に人口

減少や、長寿化が進行するものと考えられ、医療や介護にかかる費用の増加や、

介護の担い手不足などが予測されています。

このたび、３か年計画として策定いたしました南大隅町高齢者福祉計画及び

第８期介護保険事業計画では、「助けあい みんなの愛が 地域の宝 生きがいと

笑顔あふれる 福祉のまちづくり」を基本理念に、高齢者の自立支援と介護予防・

重度化防止に取り組んでいくほか、近年の災害の発生状況や感染症の流行をふ

まえ、地域や事業所、医療機関等と連携した支援体制の整備に努めます。

今後、本計画に基づき、前計画の取組をさらに推進し、高齢者だけではなく、

障害者など全ての人々が住み慣れた地域で互いに助け合い支え合いながら安

心・安全に暮らせる「地域社会の実現」に向けた取組を進めてまいります。

また、前計画で揚げた基本目標を継承しながら、地域の実情に応じて、「医療」

「介護」「予防」「住まい」「生活支援」などが、切れ目なく提供される地域包括

ケアシステムの更なる深化・推進に取り組んでまいりますので、皆様のご理解と

ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

最後に、本計画の策定にあたり、ご尽力を賜りました策定委員会の皆様方をは

じめ、ご協力いただきました関係各位に厚くお礼申し上げます。

令和３年３月

南大隅町長  森田 俊彦
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第１章 計画の策定にあたって

第１章 計画の策定にあたって

１ 計画策定の背景と趣旨

（１）計画策定の背景

高齢者を社会全体で支える仕組みとして平成 12 年にスタートした介護保険制度

は、その創設から 20 年が経過し、サービス利用者は制度創設時の３倍を超え 550

万人に達しており、介護サービスの提供事業所数も着実に増加し、介護が必要な高齢

者の生活の支えとして定着・発展してきています。

平成 26 年には、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関

係法律等の整備等に関する法律（平成 26 年法律第 83 号）により、効率的かつ質の

高い医療提供体制を構築するための医療制度改革と一体的に、地域包括ケアシステ

ムの構築及び介護保険制度の持続可能性の確保のため、地域支援事業の充実、低所得

者の保険料軽減の強化、予防給付のうち訪問介護及び通所介護の地域支援事業への

移行、介護老人福祉施設への新規入所者を原則要介護３以上の高齢者に限定するこ

と及び所得・資産のある人の利用者負担の見直し等を一体的に行う介護保険制度の

改革が行われました。

また、平成 29 年には、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部

を改正する法律（平成 29 年法律第 52 号）により、地域包括ケアシステムの深化・

推進及び介護保険制度の持続可能性の確保のため、保険者機能の強化等による自立

支援・重度化防止に向けた取組の推進、現役世代並みの所得のある利用者の負担割合

の見直し及び介護納付金における総報酬割の導入等の措置を講ずることなどの介護

保険制度の見直しが行われました。

（２）計画策定の趣旨

令和７年（2025 年）が近づく中で、更にその先を展望すると、昭和 46 年から

昭和 49 年生まれの、いわゆる「団塊ジュニア世代」が 65 歳以上となる令和 22 年

（2040 年）に向け、総人口・現役世代人口が減少する中で、高齢人口がピークを迎

えるとともに、介護ニーズの高い 85 歳以上人口が急速に増加することが見込まれ

ます。一方、ピークを過ぎ減少に転じる保険者もあるため、各地域の状況に応じた介

護サービス基盤の整備が重要です。また、世帯主が高齢者の単独世帯や夫婦のみの世

帯の増加、認知症の人の増加も見込まれるなど、介護サービス需要が更に増加・多様

化することが想定される一方、現役世代の減少が顕著となり、地域の高齢者介護を支

える人的基盤の確保が重要です。
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こうした状況を踏まえ、令和７年（2025 年）及び令和 22 年（2040 年）を見

据えながら、高齢者の健康の確保と福祉の増進、地域の実情に応じた介護給付等対象

サービスを提供する体制の確保及び地域支援事業の実施を計画的に行うため、南大

隅町高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画を策定します。

２ 計画の性格と法的位置づけ

本計画は、高齢者に関する施策を総合的に推進していくために、本町における「高齢

者福祉計画」と「介護保険事業計画」を、介護保険法第 117 条第６項の規定により一

体のものとして策定するものです。

（１）高齢者福祉計画とは

高齢者福祉計画は、老人福祉法第 20 条の８に規定された「市町村老人福祉計画」

に位置付けられる計画であり、高齢者施策に関する基本的方向や目標を設定し、その

実現に向けて取り組むべき施策全般を定めるものです。

（２）介護保険事業計画とは

介護保険事業計画は、介護保険法第 117 条に規定され、3 年を 1 期としての策定

が義務づけられているものです。介護保険の対象サービスの種類やサービスの見込

み量を定め、介護保険事業費の見込み等について明らかにするとともに、保険給付の

円滑な実施を確保するために策定します。

図表：高齢者福祉計画と介護保険事業計画の一体的策定
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（３）他の計画との関係

本計画は、本町の最上位計画である「南大隅町総合振興計画」で掲げる基本理念や

将来像、目標を基本とし、上位計画である「南大隅町地域福祉計画」とも理念や方向

性について整合を図りつつ、介護保険事業を含む高齢者福祉分野について、より具体

的な取組の方向性を定める行政計画です。

計画策定に当たっては、児童・障害者福祉等の福祉関連計画、医療・保健に関連す

る計画及び国の策定指針、鹿児島県が進める高齢者福祉計画等と整合性を図りなが

ら定めています。

図表：他の計画との関係

南大隅町障害児福祉計画

自然環境と共生する
安全なまちづくり

第５章

効率的な行財政と町
民との協働によるま
ちづくり

南大隅町地域福祉計画

基本理念

南大隅町障害福祉計画

誰もが主役!!　一生現役!!
共に語ろう、笑おう、声かけよう、
安心して生活できる 優しい福祉のまち
づくり

南大隅町高齢者福祉計画及び
介護保険事業計画

南大隅町子ども・子育て支援事業計画

南大隅町障害者計画

南大隅町第２次総合振興計画
基本理念　 町民と行政が知恵と力を出し合って　行動する協働のまちづくり

第１章

活力ある産業と交流
のまちづくり

第２章

思 い や り のあ る健
康・医療・福祉のま
ちづくり

第３章

誇りのもてる教育・
文化のまちづくり

第４章
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（４）介護保険制度の改正の経緯
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（５）国の動向

平成 12 年度に介護保険制度がスタートしてから 20 年が経過しました。その間、

高齢者人口や要介護高齢者、介護保険サービスの利用、高齢者の生活等にかかわる各

種動向に応じて高齢者福祉施策・介護保険制度は見直しが繰り返されてきました。

平成 30 年度からスタートした第７期介護保険事業は「地域包括ケアの推進」をさ

らに深め「地域共生社会」の実現へ向けた体制整備のための移行期間としており、介

護保険制度の持続可能性の確保に向けた取組を進めることとなっていました。

令和３年度からスタートする第８期介護保険事業では、以下の７点について取り

組むこととされています。

図表：高齢者施策・介護保険事業をめぐる法制度等の変遷
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今後は、地域包括ケアシステムの推進、介護保険制度の持続可能性の確保のみなら

ず、介護予防の取組の重要性が高まることが予想されます。健康増進施策との連動を

さらに深めつつ、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施を推進していくことに

より、疾病予防・重度化防止の促進を目指すことが重要です。

また、認知症高齢者は今後も増加すると見込まれており、令和 7 年（2025 年）

には全国で 730 万人、高齢者のうち５人に１人が認知症を発症するという推計もあ

ります。認知症を防ぐ施策に加えて、認知症になっても安心して暮らしていくことの

できる地域づくりも合わせて進めていかなくてはなりません。

超高齢社会においては、高齢者は福祉やサービスの受け手であると同時に、担い手

としての役割も期待されています。高齢者が持つ知識・経験を活かした就労の場、地

域貢献の場を提供していかなくてはなりません。就労やボランティアのみならず、ス

ポーツ、文化活動等の高齢者の生きがい創出・社会参加を促進することで、高齢者の

孤立を防ぐことにもつながります。

今後も高齢化が進行することが見込まれていることから、高齢者の価値観や考え

方、ライフスタイルの多様化等、様々な変化に対応した高齢者施策の構築・提供が必

要です。

図表：地域包括ケアシステムの構成要素

［出典］地域包括ケア研究会報告「地域包括ケアシステムと地域マネジメント」（平成 28 年 3 月）
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（６）第７期計画を踏まえ、第８期計画に向けて

第７期計画では、各地域において前計画を踏まえての『地域包括ケアシステム』の

推進と「地域共生社会」の実現に向けた体制整備のための期間とし、それとともに介

護保険制度の持続可能性の確保に取り組むものとされました。

『地域包括ケアシステム』は、 限りある社会資源を効率的・効果的に活用しなが

ら、医療、介護、介護予防、住まい、生活支援を包括的に確保するもので、国では、

令和 7 年までに、各地域の実情に応じてこれを構築するよう自治体等に求めていま

す。

図表：地域包括ケアシステムの姿
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（７）2025 年問題と 2040 年問題

令和 7 年（2025 年）は、わが国において、団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢

者となり、４人に１人が 75 歳以上という超高齢社会が到来するとされている年で

す。

さらに、令和 22 年（2040 年）には、わが国の人口は約 1 億 1000 万人にな

り、1.5 人の現役世代（生産年齢人口）が１人の高齢世代を支えるかたちになると予

測されています（国立社会保障・人口問題研究所、2017 年推計、出生率・死亡率中

位仮定）。

第７期計画までは令和 7 年（2025 年）を見据えての対応が図られてきましたが、

第８期計画ではその先、令和 22 年（2040 年）までを見据えた計画の策定が求め

られることになります。

図表：2025 年問題と 2040 年問題

［出典］内閣府「高齢社会白書」、厚生労働省「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」、（株）野村総合研究所

「2018 年、2023 年、2028 年および 2033 年における日本の総住宅数・空き家数・空き家率（総住宅数に占める

空き家の割合）の予測」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」、「内閣官房・内閣府・財務

省・厚生労働省「2040 年を見据えた社会保障の将来見通し」（平成 30 年５月 21 日）、総務省自治行政局「自

治体戦略 2040 構想研究会事務局提出資料＜インフラ・公共施設／公共交通＞（平成 29 年 12 月）」
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３ 計画期間

本計画は、令和 22 年（2040 年）までの長期的な動向を踏まえつつ、第６期介護保

険事業計画策定時の基本指針に盛り込まれた「地域包括ケアシステム」の目標や具体的

な施策を踏まえ、本町における地域包括ケア計画として、令和３年度を初年度として令

和５年度を目標年度とする３か年計画として策定するものです。

毎年度点検・評価を行い、課題の把握や分析、今後の対応の検討等を行うことで、本

計画の実施状況の把握と進行管理を実施します。

図表：計画期間

４ 計画の策定体制

（１）計画策定委員会の設置

行政機関内部だけでなく、学識経験者、被保険者（地域住民）代表、本町の高齢者

保健福祉分野に関わる団体・事業者等で構成する「南大隅町高齢者福祉計画及び第８

期介護保険事業計画策定委員会」を設置し、各専門分野からのご意見をいただき、検

討及び審議を行いました。

図表：計画策定委員会の会期及び協議内容等

回数 期  日 議 題

第１回
令和２年

11 月６日（金）

（1） 計画策定について             （4） 南大隅町の現状について

（2） 高齢者実態調査等結果概要について （5） 計画策定の今後のスケジ

（3） 国の動向について                ュール

第２回
令和３年

１月 29 日（金）

【書面開催】

１ 協議事項

（1） 高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画素案について

（2） 基本理念の検討について

２ 報告事項

（1） パブリックコメントについて   （2） 今後のスケジュール

第３回
令和３年

２月 18 日（木）
（１）事業計画案について       （2） その他
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（２）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査・高齢者実態調査の実施

令和元年度に、町内に住所を有する 40 歳以上の無作為に抽出した住民を対象に

「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査・高齢者等実態調査」を行いました。

① 調査の目的

高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の見直しに当たり、既存データでは把握が

困難な高齢者等の実態や意識・意向を確認し、総合的に傾向分析することにより計

画策定の基礎資料とするために実施しました。

② 調査の概要及び回収状況等

調査種別 一般高齢者調査 若年者調査 在宅要介護（要支援）者調査

調 査 対 象 者
６５歳以上の高齢者の
うち、要介護認定を受
けていない者

４０歳以上６５歳未満
の者のうち、要介護認
定を受けていない者

４ ０ 歳 以 上 の 者 の う
ち、要介護認定を受け
ている者（在宅）

抽 出 方 法 無作為抽出

調 査 期 間 令和元年１２月～令和２年１月

調 査 方 法 聞き取り 郵送による配布・回収 聞き取り

回
収
状
況

配布数 500 件 500 件 400 件

回収数 492 件 237 件 218 件

回収率 97.8％ 47.4％ 54.5％

（３）人材確保等に係るアンケート調査の実施

第８期介護保険事業計画の策定に向けての業務や、介護人材確保の検討を行って

いくにあたり、町内の介護保険事業所における現状等を把握するために実施しまし

た。

調査対象 調査期間 調査数 回収数 回収率

町内の介護保険事業者 令和２年１１月 11 件 11 件 100.0％

（４）パブリックコメントの実施

令和３年２月に、計画素案を町のホームページと介護福祉課及び支所窓口で公表

し、計画内容全般に関する意見募集を行いました。

（５）計画の進行管理及び点検

本計画を着実に推進していくため、施策の進捗状況の把握・点検等を行います。

施策の進捗状況の点検結果等の評価を行うとともに、サービスの必要量や供給量、

質等の動向について、現状把握に努めます。
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５ 日常生活圏域の設定

介護が必要になっても住み慣れた地域での生活を継続するためには、福祉施設や医療

機関などの施設整備や介護保険サービスを充実させることはもちろん、住みやすい「住

まい」や他の公共施設、交通機関、そしてこれらの地域資源をつなぐ人的ネットワーク

が重要となります。このような地域資源を高齢者の生活する範囲内で有機的に連携させ、

地域ケアの充実を図ります。

また、基盤整備においても町全域を単位として、個々の施設を整備する「点の整備」

ではなく、身近な生活圏域に様々なサービス拠点が連携する「面の整備」が求められて

います。本計画においては、なるべく高齢者にとって身近で、そして親しみのある地域

であること、また人口規模や交通事情、公的サービス提供基盤、介護保険施設の整備状

況等を勘案し、南大隅町を１つの日常生活圏域として設定します。

図表：日常生活圏域の状況

      

    

町全体を１つの日常生活圏域と

して設定します
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６ 関係機関・事業所・施設一覧

（令和３年３月現在）

施設の種別 施設名称 所在地

介護老人福祉施設

特別養護老人ホーム蒼水園 南大隅町根占山本 1250-1

特別養護老人ホーム真寿園 南大隅町佐多馬籠 3466 番地 3

グループホーム

グループホーム蒼水園 南大隅町根占山本 1250 番地 1

グループホームおおきな木 南大隅町根占川南 3611 番地

高齢者グループホームゆうとみい 南大隅町根占山本 2547 番地 1

グループホーム共生 南大隅町佐多郡 896 番地 2

通所介護

蒼水園デイサービスセンター 南大隅町根占山本 1250-1

真寿園デイサービスセンター 南大隅町佐多馬籠 3466 番地 3

訪問看護ステーション 訪問看護ステーション 養花天 南大隅町佐多伊座敷 3904 番地 3

訪問介護事業所

さくらじまコアラ訪問介護事業所 南大隅町根占川北 24-14

蒼水園ヘルパーステーション 南大隅町根占山本 1250-1

南大隅町社会福祉協議会訪問介護事業所 南大隅町根占川南 3256 番地 3

南大隅町社会福祉協議会佐多支所訪問介護事業所 南大隅町佐多伊座敷 3844 番地

在宅介護支援センター

南大隅町根占在宅介護支援センター 南大隅町根占山本 1250-1

南大隅町佐多在宅介護支援センター 南大隅町佐多馬籠 3466 番地 3

居宅介護支援事業所

社会福祉協議会居宅介護支援事業所 南大隅町根占川南 3256 番地 3

蒼水園指定居宅介護支援事業所 南大隅町根占山本 1250-1

真寿園居宅介護支援事業所 南大隅町佐多馬籠 3466 番地 3

社会福祉協議会 南大隅町社会福祉協議会 南大隅町根占川南 3256 番地 3

地域包括支援センター 南大隅町地域包括支援センター 南大隅町根占川北 226 番地

その他 茶のん家 南大隅町根占川北 1897 番地 2
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図表：関係機関・事業所・施設一覧（令和３年３月現在）
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７ 適応力の高いサービス提供体制の確立

令和２年、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染の拡大により、本町においても

感染者が発生しました。このことにより、地域の集まりが抑制されたり、高齢者のサー

ビスの利用が控えられたりするなどの影響も出ています。新たな感染症も発生する可能

性に鑑み、ウイルスと共存しつつ社会経済活動を行っていく必要があります。

そのためにも、感染拡大を予防する「新しい生活様式」を定着させていくことが重要

です。安心して「必要な方」が「必要なサービス」を利用できるよう、マスクの着用、

手洗い・手指の消毒、「３密（密閉、密集、密接）」の回避などの感染予防対策を徹底し

たサービス提供を行うため、鹿児島県や関係機関と連携しながら提供体制の確立を進め

ます。さらに継続したサービスの提供のため、介護者の感染や濃厚接触者となった場合

の支援体制についても整備を検討し、令和２年４月策定の「南大隅町新型コロナウイル

ス感染症対策行動指針」とも調和を図ります。

感染予防対策を取り入れた日常生活において、高齢者の外出控えや見守りや安否確認

体制の強化などの新たなニーズが発生する可能性もあります。これらの新たなニーズに

対応していくために、必要とされる支援を検討していきます。このように、感染症や災

害などの困難な状況に対しても、柔軟に適応するサービス提供体制の確立を目指します。
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第２章

高齢者を取り巻く現状と将来推計



18

※白紙ページです
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第 2 章 高齢者を取り巻く現状と将来推計

第２章 高齢者を取り巻く現状と将来推計

１ 総人口の推移

総人口は年々減少傾向にあります。介護保険制度がスタートした平成 12 年と令和２

年を比較すると、20 年で約 4,300 人（約４割）減少しています。また、国立社会保

障・人口問題研究所の推計によると、本町の人口は今後も減少を続けるものと考えられ

ており、10 年後（令和 12 年）には 4,500 人、20 年後（令和 22 年）には 3,100

人、25 年後（令和 27 年）には 2,501 人となっています。

図表：総人口の推移

（出典）厚生労働省「地域包括ケア「見える化」システム」 ※令和２年以降は推計値

２ 高齢化の状況

（１）高齢化率の推移

高齢化率は年々上昇傾向にあります。平成１２年当時高齢者は約３人に１人の割

合（36.7％）であったのに対し、令和２年には約２人に１人（49.0％）となってい

ます。今後も高齢化は進行するものと考えられ、10 年後（令和 12 年）には 57.2％、

20 年後（令和 22 年）には 62.0％、25 年後（令和 27 年）には 64.6％となって

います。

図表：高齢化率の推移

（出典）厚生労働省「地域包括ケア「見える化」システム」 ※令和２年以降は推計値
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（２）高齢者人口の推移

高齢者人口は平成１７年頃をピークに年々減少傾向にあります。高齢者を前期高

齢者（64～74 歳）、後期高齢者（75 歳以上）としてみると、平成１７年以降後期

高齢者が過半数を占め、今後も６割から７割を占めると予想されています。

図表：高齢者人口の推移（年齢 5 歳階級別）

図表：前期・後期高齢者割合の推移

（出典）厚生労働省「地域包括ケア「見える化」システム」 ※令和２年以降は推計値

（３）高齢者の世帯の推移

一般世帯及び高齢者を含む世帯はともに減少傾向にあります。直近９年間の高齢

者を含む世帯における高齢独居世帯と高齢夫婦世帯をみると、高齢夫婦世帯の減少

が約 19％なのに対し、高齢独居世帯の減少は３％となっています。

図表：高齢者の世帯の推移

（出典）厚生労働省「地域包括ケア「見える化」システム」
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(2020)
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(2030)

R17
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（75歳以上）

前期高齢者
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実績値 ← → 推計値

10年後 20年後
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（４）要支援・要介護認定者数等の推移

要支援・要介護認定者数は平成 29 年以降横ばいで推移しています。平成 25 年３

月末と令和２年８月末の認定区分別の割合をみると、要支援１・２及び要介護１・５

で割合が低下し、要介護２・３・４で割合が上昇しています。

第１号被保険者の認定率をみると、平成 26 年以降、全国・鹿児島県よりも高い割

合で推移し、令和２年８月末時点で 20.5％となっています。

図表：要支援・要介護認定者数（人数）の推移

図表：要支援・要介護認定者数（割合）の推移

図表：要支援・要介護認定率の推移（第１号被保険者）

（出典）厚生労働省「地域包括ケア「見える化」システム」
※厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和元・2 年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）
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３ 介護費用額の推移

介護費用額の推移をみると、平成 27 年をピークに横ばいから微減しています。第

1 号被保険者 1 人 1 月あたり費用額の推移について全国及び鹿児島県との比較をす

る場合、平成 26 年以降は全国や鹿児島県よりも高い費用額で推移しています。

図表：介護費用額の推移

図表：第 1 号被保険者 1 人 1 月あたり費用額の推移（鹿児島県・全国との比較）

（出典）厚生労働省「地域包括ケア「見える化」システム」

【費用額】

平成 23 年度から平成 30 年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、令和元年度：「介護保険事業状況

報告（月報）」の 12 か月累計（※補足給付は費用額に含まれていない）

【第 1 号被保険者 1 人あたり費用額】

「介護保険事業状況報告（年報）」（または直近月までの月報累計）における費用額を「介護保険事業状況報告月
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４ 高齢者アンケート調査結果

（１）調査概要

① 調査の目的

令和３年度（2021 年度）から令和５年度（2023 年度）までを計画期間とする

「南大隅町高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画」の策定に当たり、高齢者

福祉及び介護保険事業の施策形成のための基礎資料とするため、高齢者の状況やニ

ーズを把握するためにアンケートを実施し、課題分析等を行うことを目的として実

施しました。

② 調査時期

令和元年１２月～令和２年１月

③ 調査内容・配布回収状況等（再掲）

調査種別 一般高齢者調査 若年者調査 在宅要介護（要支援）者調査

調 査 対 象 者
６５歳以上の高齢者の
うち、要介護認定を受
けていない者

４０歳以上６５歳未満
の者のうち、要介護認
定を受けていない者

４ ０ 歳 以 上 の 者 の う
ち、要介護認定を受け
ている者（在宅）

抽 出 方 法 無作為抽出

調 査 期 間 令和元年１２月～令和２年１月

調 査 方 法 聞き取り 郵送による配布・回収 聞き取り

回
収
状
況

配布数 500 件 500 件 400 件

回収数 492 件 237 件 218 件

回収率 97.8％ 47.4％ 54.5％

④ 本資料を読むにあたっての注意点

⚫ 回答率は百分比の小数点第２位を四捨五入しているので、合計が１００％になら

ない場合があります。

⚫ ２つ以上の回答を要する（複数回答）質問の場合、その回答比率の合計は１００％

を超える場合があります。

⚫ 数表・図表は、レイアウトの都合上、文言等を省略している場合があります。

⚫ 各設問（単数回答）においては無回答を除外して再集計を行っています。
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（２）居住する地域について

① 今後希望する生活場所

今後希望する生活場所については、一般高齢者・在宅要介護者の約８割、若年者の

５割が「現在の住居」と回答しています。

② 地域のつながり

居住する地域におけるつながりについては、「感じる」とする割合が７割を超えて

います。

現在の住居

84.7%

77.4%

51.1%

市街地に移住

3.9%

19.0%

郊外に移住

家族や親族・

兄弟姉妹の

ところ

3.0%

3.0%

高齢者対応の

住宅・アパート

グループ

ホーム

3.7%

有料老人ホー

ム・軽費老人

ホーム

3.7%

介護保険

施設

10.0%

3.0%

その他

19.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

一般 （n=464）

在宅 （n=190）

若年 （n=231）

※1 グラフの見やすさを考慮し、３％以下のラベルを非表示にしています。

※2 若年者調査には「グループホーム」の選択肢はありません。

感じる

76.8%

72.6%

感じない

15.4%

21.4%

わからない

7.8%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

一般 （n=461）

若年 （n=234）

在宅 対象設問なし
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（３）安心・安全な暮らしについて

① 災害時の判断・避難

一般高齢者における災害時の判断や避難の可否についてみると、約７割が「判断も

避難もできる」とする一方、「判断または避難できない」とする割合も約３割となっ

ています。内訳をみると、女性の割合が高く、年齢が上がるにつれて割合は上昇し、

８５歳以上では約５割が判断や避難ができないと回答しています。

② 地域における安否確認や見守り活動の状況

安否確認や見守り活動の状況は、一般高齢者の約５割、若年者の約４割が「行わ

れている」とする一方、「わからない」とする割合もそれぞれ２割から３割程となっ

ています。

判断・避難で

きる, 68.9%

判断または避

難できない, 

26.8%

わからない, 

4.3%

一般 （n=440）

男女別

割合

男性（n=199) 18.6%

女性 （n=241) 33.6%

年代別

割合

65-69歳 （n=101) 7.9%

70-74歳 （n=77) 15.6%

75-79歳 （n=76) 19.7%

80-84歳 （n=71) 38.0%

85歳以上 （n=110) 48.2%

行われている

54.7%

44.2%

行われていない

25.4%

29.2%

わからない

19.9%

26.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

一般 （n=437）

若年 （n=233）

在宅 対象設問なし
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（４）社会参加・生きがいについて

① 生きがいの有無

一般高齢者・若年者ともに７割以上が「生きがいを感じている」と回答しています。

一方で「生きがいを感じない」とする割合もそれぞれ２割程となっています。

② 高齢者が地域のためのボランティア活動などに参加する上で、県や市町村は

どのようなことに取り組むべきか

一般高齢者・若年者ともに「参加しやすい体制を整備する」とする割合が最も高

く、次いで「活動に関する情報をもっと提供する」、「施設を利用しやすくする」の

順となっています。

生きがいを感じている

72.8%

68.0%

生きがいを感じない

18.1%

23.8%

わからない

9.1%

8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

一般 （n=452）

若年 （n=231）

16.2%

37.6%

7.8%

18.6%

7.4%

4.7%

9.4%

5.7%

33.8%

44.3%

10.5%

15.2%

9.3%

8.0%

14.3%

12.7%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

活動に関する情報をもっと提供する

参加しやすい体制を整備する

指導者の養成、活動者の確保のための機会を充実する

施設を利用しやすくする

活動のための施設を整備する

活動者のための保険制度を普及する

資金的援助をする

取り組む必要はない

その他

一般 （n=489）

若年 （n=237）
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（５）介護保険について

① 介護保険制度についての理解度

「理解している」とする割合は一般高齢者が６割で最も高く、若年者が５割、在

宅要介護者は３割となっています。次いで一般高齢者及び若年者では「理解してい

ない」、在宅要介護者では「わからない」とする割合が高くなっています。

② 介護離職等の経験

介護離職の経験についてみると、一般高齢者・若年者の１割から２割が退職・休

職・転職等を経験していると回答しています。

理解している

63.1%

35.0%

50.9%

理解していない

25.2%

34.0%

41.8%

わからない

11.7%

31.0%

7.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

一般 （n=444）

在宅 （n=197）

若年 （n=232）

退職・休職・転職経験あり

12.3%

6.4%

23.5%

経験はない

87.7%

84.3%

76.5%

わからない

9.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

一般 （n=366）

在宅 （n=140）

若年 （n=98）

※ 一般高齢者・若年者には「わからない」の選択肢はありません。

※ 在宅要介護者については、要介護者が自分の家族や親族についての回答したものを再集計したものです。
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③ 将来介護が必要になった場合に希望する介護 （在宅は今後希望する介護）

将来介護が必要になった場合に希望する介護をみると、「自宅」とする割合が一般

高齢者・若年者で７割、在宅要介護者で約８割となっています。自宅での介護を希

望する理由についてみると、「住み慣れた家を離れたくないから」「家族と一緒に過

ごしたいから」等の割合が高くなっています。

▼「在宅で介護を受けたい」と思う理由

（一般高齢者） （若年者）

自宅（家族中心）

13.3%

18.3%

6.2%

自宅（家族＋介護サービス）

25.8%

53.3%

15.1%

自宅（家族に依存しない介護

サービス）

32.3%

7.5%

45.3%

施設・医療機関・その他

28.7%

20.8%

33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

一般 （n=415）

在宅 （n=120）

若年 （n=225）

※ 在宅要介護者については、在宅要介護者を介護する立場の介護者が考える今後希望する介護。

71.3%

79.2%

66.7%

281

100.0%

112

39.9%

13

4.6%

121

43.1%

31

11.0%

4

1.4%

上段：回答数　　下段：割合

合計

家族と一緒に過ごしたいから

友人・知人がまわりにいるので離れたくな
いから

住み慣れた家を離れたくないから

施設などに入所，入居したいが経済的に
困難だから

施設などに入所・入居したいが，希望す
る施設に空きがないから

145

100.0%

52

35.9%

6

4.1%

52

35.9%

28

19.3%

7

4.8%

上段：回答数　　下段：割合

施設などに入所・入居したいが，希望す
る施設に空きがないから

合計

家族と一緒に過ごしたいから

友人・知人がまわりにいるので離れたくな
いから

住み慣れた家を離れたくないから

施設などに入所，入居したいが経済的に
困難だから
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④ 自身の死が近い場合に受けたい医療や受けたくない医療について家族と話し

合いをしているか

希望する医療や希望しない医療等について家族とどの程度話し合いをしている

かについては、一般高齢者・在宅要介護者・若年者ともに「詳しく話し合っている」

とする割合は１割未満となっています。一方、「全く話し合ったことがない」とする

割合は、一般高齢者・若年者が６割、在宅要介護者が５割となっています。

⑤ 最期を迎えたいと思う場所

一般高齢者・若年者ともに「自宅」とする割合がそれぞれ最も高く、次いで「病

院などの医療施設」、「わからない」の順となっています。

詳しく話し合っている

5.4%

7.6%

3.1%

一応話し合ったことがある

31.1%

36.5%

33.8%

全く話し合ったことがない

63.6%

55.8%

63.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

一般 （n=409）

在宅 (n=197）

若年 （n=228）

自宅

52.9%

46.1%

病院などの

医療施設

21.8%

19.3%

子どもの家

兄弟姉妹

など親族

の家

高齢者向け

のケア付き

住宅

特別養護

老人ホーム

などの

福祉施設

5.7%

5.7%

その他 わからない

16.7%

24.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

一般 （n=418）

若年 (n=228）

※ グラフの見やすさを考慮し、３％以下のラベルを非表示にしています。
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（６）認知症について

① 認知症に関する相談窓口の認知状況

認知症に関する相談窓口の認知状況をみると、「地域包括支援センター」、「市町

村」、「医療機関」がそれぞれ２割から３割程となっています。一方、一般高齢者の

３割、若年者の４割が「知らない」と回答しています。

② 認知症サポーターについて

認知症サポーターの認知状況についてみると、「認知症サポーター養成講座を受

けたことがある」とする割合は一般高齢者・若年者ともに１割以下でした。「聞いた

ことがない」とする割合はともに６割程となっています。

34.4%

30.3%

3.9%

23.5%

6.1%

2.7%

1.2%

31.3%

37.1%

29.5%

5.5%

31.2%

7.6%

2.5%

3.0%

40.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

地域包括支援センター

市町村

保健所

医療機関

認知症疾患医療センター

認知症の人と家族の会

その他

知らない

一般 （n=489）

若年 (n=237）

認知症サポーター養成講座を

受けたことがある

3.3%

8.0%

言葉は聞いたことがある

35.6%

35.4%

聞いたことがない

61.1%

56.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

一般 (n=427）

若年 (n=226）
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（７）高齢社会対策への取組等について

高齢社会対策への取組等についてみると、「在宅での生活を続けられるような多様

な福祉サービスや介護サービスの整備」や「健康づくり、介護予防や認知症予防のた

めの取組」、「高齢者の外出・利用に配慮した公共交通機関の整備や公共施設等におけ

るバリアフリー化」などの割合が高くなっています。

13.9%

15.3%

33.7%

41.9%

14.5%

23.5%

1.0%

5.5%

21.5%

26.6%

26.2%

35.4%

32.9%

38.4%

22.4%

19.8%

2.1%

4.2%

23.2%

26.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

高齢者の生きがいづくり・ボランティア活動

など様々な社会活動への参加の促進

高齢者が生涯働き続けられる環境づくり

健康づくり、介護予防や認知症予防のため

の取組

在宅での生活を続けられるような多様な福

祉サービスや介護サービスの整備

特別養護老人ホームなどの施設サービス

の整備

地域における見守り活動の促進

成年後見制度や高齢者虐待防止など高齢

者の権利擁護

高齢者に対する犯罪（窃盗、詐欺等）や交

通事故防止の対策

高齢者の身体が不自由になっても生活でき

る住宅の整備

高齢者の外出・利用に配慮した公共交通機

関の整備や公共施設等におけるバリアフ

リー化

一般 (n=489）

若年 (n=237）
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（８）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

① リスク判定結果

生活機能の評価項目ごとに

非該当者（機能の低下等がみ

られない）の割合をみると、全

ての項目で一般高齢者が在宅

要介護（要支援）者を上回って

おり、「運動器」では特に差が

大きくなっています。

② 地域づくりの場への参加意向

「是非参加したい」及び「参加してもよい」に「既に参加している」を含めたも

のを参加意向とした場合、参加者としては５割、企画・運営としては３割の参加意

向があることがわかります。

78.5

99.5

83.9

74.2

61.7

62.6

12.0

94.0

68.1
52.1

38.1

43.9
0

20

40

60

80

100
運動器

低栄養

口腔

閉じこもり

認知機能

うつ

一般高齢者 在宅要介護者

（％）

生活機能の

低下

是非参加したい

7.5%

3.7%

参加してもよい

39.7%

24.9%

参加したくない

47.8%

66.5%

既に参加している

5.1%

5.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

凡例

参加者として（n=630）

企画・運営（お世話役）

として（n=626）
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③ 主観的幸福感

現在、どの程度幸せであるかを「とても幸せ」を 10 点、「とても不幸」を０点

として聞いたところ、全体の平均値は 6.69 点でした。

平均値について男女別にみると、男性よりも女性の平均値が高く、同様に要介護

度別に平均値をみると、一般高齢者の値が最も高くなっています。

（全体×男女別）

（要介護度別）

０点 １点 ２点 ３点 ４点 ５点 ６点 ７点 ８点 ９点 10点

全体（n=647） 1.1% 0.8% 1.4% 3.9% 4.6% 27.2% 9.4% 10.7% 17.6% 5.9% 17.5%

男性（n=249） 2.4% 1.2% 0.8% 4.0% 6.0% 30.1% 9.2% 10.4% 14.9% 4.4% 16.5%

女性（n=398） 0.3% 0.5% 1.8% 3.8% 3.8% 25.4% 9.5% 10.8% 19.3% 6.8% 18.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

平均値  全体： 6.69点  男性： 6.41点  女性 ： 6.87点(対平均 -0.28点) (対平均 +0.18点)

０点 １点 ２点 ３点 ４点 ５点 ６点 ７点 ８点 ９点 10点

一般高齢者（n=441） 0.7% 0.9% 0.9% 3.4% 3.4% 23.1% 8.4% 13.8% 19.5% 7.0% 18.8%

要支援1・2（n=98） 0.0% 1.0% 1.0% 4.1% 6.1% 33.7% 15.3% 3.1% 13.3% 4.1% 18.4%

要介護1・2（n=86） 4.7% 0.0% 3.5% 7.0% 9.3% 39.5% 7.0% 3.5% 12.8% 2.3% 10.5%

要介護3・4・5（n=22） 0.0% 0.0% 4.5% 0.0% 4.5% 31.8% 13.6% 9.1% 18.2% 4.5% 13.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

平均値  全体： 6.69点 6.97点 6.48点

5.57点 6.55点要介護１・２： (対平均 -1.12点) 要介護３・４・５： (対平均 -0.15点)

(対平均 +0.27点) (対平均 -0.21点) 一般高齢者： 要支援１・２：
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第３章 基本理念及び基本目標

第３章 基本理念及び基本目標

１ 計画の基本理念

本計画では、『助け合い みんなの愛が地域の宝 生きがいと笑顔あふれる 福祉のまち

づくり』を基本理念に、過疎化、高齢化の進む本町において、「できる限り自分の家で最

期まで過ごしたい」、「いざとなったら最期を健やかに全うできる施設サービスを受けた

い」という住民の願いを支えていくために、全ての高齢者が本人の意思に基づいた保健・

福祉・医療サービスを限りある資源の中で最大限に活用し、ともに支え合う地域共生社

会の実現を図ります。

２ 重点課題

本町では、第７期介護保険事業計画において、子ども・高齢者・障害者など全ての人々

が地域、暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に

向け、地域包括ケアシステムの推進に向けた取組を進めてきました。

第 8 期計画では、この取組をさらに推進し、高齢者だけではなく、障害のある人や子

ども、生活困窮者など、すべての人が住み慣れた地域で互いに助け合い、支え合い、安

心・安全に、その人らしく暮らせる地域共生社会の実現に向けた支援体制の整備や取組

を最重点課題とします。

助け合い みんなの愛が地域の宝

生きがいと笑顔あふれる

福祉のまちづくり
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３ 基本目標

地域包括ケアシステムの深化

高齢者が住み慣れた地域で、自立した日常生活を営むことを可能としてい

くために、限りある社会資源を効率的かつ効果的に活用しながら、十分な

介護サービスの確保のみに留まらず、医療・介護・予防・住まい・生活支

援サービスが包括的に確保される地域包括ケアシステムをより一層、深

化・推進していきます。

介護予防・健康づくり施策の充実・推進

健康づくりの継続的・一体的な取組を強化し、早期からの介護予防

の推進を図り、自立支援・重度化防止に取り組むことで、高齢者が

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができる地域づ

くりを目指します。

生きがいをもって、安心・安全に暮らせる支援の充実

高齢者一人ひとりが個性と能力を最大限に発揮し、地域や社会に

おける役割を積極的に担い、活躍の機会がさらに広がるよう、社会

参加や生きがいづくりを推進するとともに、高齢者虐待の防止及

び相談体制の充実を図ります。また、近年の災害の発生状況や新型

コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、地域や事業所等の関係機

関に対する防災や感染症対策についての周知・啓発・研修の実施や

物資の備蓄・調達・輸送体制の整備等にも取組を推進します。

介護サービスの提供・円滑な運営

介護保険に関する情報・相談体制の充実、介護人材の確保に努めま

す。また、介護保険制度を安定的に運営していくために、その人の

心身の状態にあった介護認定に努め、介護の資質向上、介護保険の

信頼性を高めるため、介護給付の適正化を推進します。
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４ 施策の体系

助け合い みんなの愛が地域の宝
生きがいと笑顔あふれる 福祉のまちづくり
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第４章 施策の展開

第４章 施策の展開

第１節 地域共生社会の実現に向けた取組

地域共生社会とは、子ども・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを

ともに創り、高め合うことができる社会のことです。

地域共生社会を実現していくためには、住民の身近な圏域で、住民が主体的に地域課

題を把握して解決を試みる体制づくりの他、市町村における育児、介護、障害、貧困、さら

には育児と介護が同時に直面する家庭など、世帯全体の複合化・複雑化した課題を包括

的に受け止める総合的な相談支援体制づくりを進めていく必要があります。

本町では、平成２９年度に策定した南大隅町地域福祉計画において、地域住民が相互

に力を合わせながら、支え合い助け合う福祉のまちづくりを目指し、町社会福祉協議会と

協働して、旧小学校区を基本とする圏域ごとに、地域にある福祉・生活課題を地域で把握

し、解決を図る福祉の自治組織として『地区社協』の設置を行い、見守り活動を実施し、誰

もが住み慣れた地域で安心してくらすことができる地域づくりを推進します。

地域包括ケアシステムの深化

【基本目標１】地域包括ケアシステムの深化

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進

地域包括ケアシステムは、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に

応じて自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び

自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制です。

本町においては医療・介護等の社会資源が少ない状況ではありますが、『地区社協』の

設置・活動を促進し、創意工夫を行うことで、本町の実情に合わせて地域包括ケアシス

テムを発展させていきます。
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① 地域包括ケアシステムの普及啓発

地域包括ケアシステムの発展には、地域で活動する医療・介護の事業者のほか、

住民組織など地域の皆さんの理解や協力が欠かせません。それには、地域包括ケア

システムとは何か、自分で何ができるのか等、一人ひとりの意識を醸成し、つなぎ

合わせていくことが重要です。町民、事業者、行政が一体となり、誰もが持てる力

を発揮して活躍できる地域づくりを進めていきます。

具体的な

取組例

○ 広報の活用

○ ホームページの充実 等

② 多様な主体の連携と協働

安全・安心に在宅生活を送るためには、医療や介護等の専門職、NPO、社会福祉

法人、インフォーマルな生活支援サービスを提供する団体など、多様な主体の連携・

協働が必要です。地域ケア個別会議によるネットワーク形成などにより、これら多

様な主体が連携・協働しやすい環境づくりを進めることで、地域での暮らしを包括

的に支援します。

具体的な

取組例

○ 鹿児島県認知症疾患医療センターとの連携

○ 地域ケア個別会議、各種研修会等の実施

○ 生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 等

③ 地域包括ケアシステムの評価

地域包括ケアシステムを構成する介護、医療、予防、生活支援、住まいと住まい

方の 5 つの要素を踏まえ、地域包括ケアシステムの構築状況の把握と評価を行いま

す。また、本町が行う多様な施策について、地域づくり・地域共生社会に基づいた

地域包括ケアシステムに関連した取組であることを、わかりやすく周知していきま

す。
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（２）地域包括支援センターの機能強化

地域包括ケアの体制づくりにおいては、地域包括支援センターが中核的な機関と

して高齢者の総合相談窓口となるほか、高齢者の保健医療の向上及び福祉の増進を

包括的に支援することを目的としており、重要な役割を担っています。

地域包括支援センターは、市町村が設置主体となり、高齢者の暮らしを地域でサポ

ートするための拠点として、介護だけでなく福祉、健康、医療などさまざまな分野か

ら総合的に高齢者とその家族を支えることを目的とします。

総合相談業務、介護予防ケアマネジメント業務、権利擁護業務、包括的継続的ケア

マネジメント業務を行うほか、個別ケア会議の充実、認知症施策の推進、介護予防の

推進、日常生活支援サービスの推進、地域包括支援センターの機能評価などを実施し、

地域包括支援センターの機能強化を図ります。

図表：地域包括支援センターの機能強化

（出典）厚生労働省「全国介護保険担当課長会議資料」
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① 地域包括ケアシステム体制の整備

地域包括ケアシステム体制を実現するため、地域包括支援センターでは地域ケア

個別会議の充実を図ります。

地域包括支援センターが行う地域ケア個別会議において、高齢者の個別ケース

（困難事例等）の課題分析をするにあたり、専門職からの助言等を受けることによ

り、個別課題の解決を図るとともに多職種協働での支援体制の構築を図りながら、

地域の課題の発見に努めます。

図表：地域ケア個別会議のイメージ

② 介護予防ケアマネジメント事業

高齢者が主体となれるよう支援することを目標に、高齢者自身が活動や参加を意

識できるようなケアマネジメントを目指します。

③ 総合相談支援事業

介護や福祉等についての様々な相談にスムーズに対応できるように、地域包括支

援センター及び関係機関と連携を取りながら、相談者各々にあった最新の情報提

供・サービス利用について調整し、助言や支援等総合的な体制の充実を図ります。

また、在宅での生活が困難な場合や、認知症により判断能力のない高齢者につい

て、権利擁護の観点から成年後見制度の活用促進、福祉サービス利用援助、老人福

祉施設等への措置の支援、高齢者虐待への対応、困難事例への対応、消費者被害の

防止などを図り、高齢者の権利擁護に努めます。

④ 包括的継続的ケアマネジメント事業

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう地域ケア個別会議等

を通じた自立支援型ケアマネジメントの支援を行います。また、介護支援専門員連

絡会を 2 か月に１回開催し、介護支援専門員のスキルアップとネットワーク構築を

図っていきます。
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⑤ 在宅医療・介護連携

在宅医療介護連携拠点連絡協議会及び肝属郡医師会立病院を中心に、住み慣れた

地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、切れ目のない

在宅医療と介護提供体制の構築、医療・介護関係者の情報の共有及び相談の支援、

研修会等を開催し、居宅に関する医療機関と介護サービス事業者等の関係者の連携

を推進します。

実績値 見込値 計画値

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

連絡協議会（年/回） 1 1 1 2 2 2

ア 地域の医療・介護資源把握

医療・介護資源のリスト化、在宅医療の取組状況、看取り可能な訪問看護ステ

ーションや介護施設等の紹介を行います。

イ 在宅医療・介護連携の課題抽出・対応

南大隅町在宅医療・介護連携拠点連絡協議会や多職種研修会等でのグループワ

ーク等で課題を把握し、対応について協議を行います。

ウ 切れ目ない在宅医療と介護提供体制の構築推進（肝属郡医師会立病院へ

業務委託）

地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、切れ目なく在宅医療と介護が一体

的に提供される体制の構築を目指した取組を行います。

エ 医療・介護関係者の情報共有の支援（肝属郡医師会立病院へ業務委託）

情報共有の手順等を定めた情報共有ツールを整備し、地域の医療・介護関係者

の情報共有を支援します。

オ 在宅医療・介護連携に関する相談支援（肝属郡医師会立病院へ業務委託）

地域の在宅医療と介護の連携を支援する相談窓口の運営を行い、地域の医療・

介護関係者、地域包括支援センター等からの、在宅医療、介護に関する事項の相

談の受付を行います。また、必要に応じて、退院の際の地域の医療関係者と介護

関係者の連携の調整や、患者・利用者又は家族の要望を踏まえた、地域の医療機

関等と介護関係者相互の紹介を行います。

カ 医療・介護関係者の研修（肝属郡医師会立病院へ業務委託）

地域の医療・介護関係者の連携を実現するために、多職種でのグループワーク

等の研修を行います。また、必要に応じて、地域の医療関係者に介護に関する研

修会の開催、介護関係者に医療に関する研修会を行います。
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キ 地域住民への普及啓発

地域住民を対象とした在宅医療に関する講話等の開催、パンフレット等を活用

した在宅医療・介護サービスに関する普及啓発を行います。

ク 在宅医療・介護連携に関する各市町の連携

肝属郡医師会立病院及び錦江町と連携し、地域の医療介護に関係する多職種研

修会を行います。また、大隅地域入退院支援ルールに基づき、有床診療所や病院

との入退院時の連絡調整を行い、必要な情報の共有を行うことでスムーズな在宅

への移行を支援していきます。
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⑥ 生活支援コーディネーターの配置

生活支援体制整備事業の実施については、地域支え合い推進員（生活支援コーデ

ィネーター）が設置されており、日常生活圏域を１圏域としていることから第 1 層

及び第２層を兼ねて１名を配置し、高齢者の生活支援・介護予防サービスの提供体

制の構築を図ります。

■階層の考え方

第１層 市町村全域に設置

第２層 日常生活圏域（中学校区域等）に設置

第３層 サービス提供主体に設置

［出典］厚生労働省「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）と協議体に期待される機能と役割」

⑦ 基本チェックリストの活用

総合相談の中で基本チェックリストを活用し、介護予防につなげます。

⑧ 地域包括支援センターの機能評価

地域包括支援センターの機能評価として、町による機能評価及び地域包括支援セ

ンターの自己評価を実施します。
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（３）認知症施策の推進

認知症はだれもがなりうるものであり、家族や身近な人が認知症になることなど

を含め、多くの人にとって身近なものとなっています。認知症の発症を遅らせ、認知

症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し、認知症の人や家族の

視点を重視しながら、「共生」と「予防」を車の両輪として、１．普及啓発・本人発

信支援、２．予防、３．医療・ケア・介護サービス・介護者への支援、４．認知症バ

リアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援、５．研究開発・産業

促進・国際展開の５つの柱に沿って施策を推進していくことが国の認知症施策推進

大綱で決定されました。これらの施策は全て認知症の人の視点に立って、認知症の人

やその家族の意見を踏まえて推進することを基本とすることが提示されました。

本町においても、認知症高齢者にやさしい地域づくりに向け、認知症予防を推進す

るともに、たとえ認知症になってもその人が、住み慣れた地域で安心して暮らしてい

くために、認知症のケアパスに基づき、知識の普及・啓発を推進します。また、増加

する認知症高齢者への早期診断・早期対応を図るための体制づくり、認知症ケアの質

の向上などにも取り組む必要があります。

① 認知症施策の方向性

本町においては、国の認知症施策を受け、認知症の人やその家族の視点を重視し、

認知症に対する理解の促進を図るとともに、支援体制の整備を図り、本町の実情に

応じた多様な認知症施策を展開していきます。また「予防」施策として、通いの場

の充実、健康づくり主管課との連携を図りながら糖尿病や高血圧等の生活習慣病の

重症化予防等にも取り組んでいきます。

認知症施策推進大綱（概要）

令和元年 6 月 18 日 認知症施策推進関係閣僚会議決定

【対象期間】

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（令和７年）まで

【基本的な考え方】

○ ポイントは「共生」と「予防」

「共生」・・・認知症の人が、尊厳と希望をもって認知症とともに生きる、また、認知症

があってもなくても同じ社会でともに生きる、という意味。

「予防」・・・認知症にならないという意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」「認

知症になっても進行を穏やかにする」という意味。

【５つの柱】

① 普及啓発・本人発信支援

② 予防

③ 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援

④ 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援

⑤ 研究開発・産業促進・国際展開
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② 認知症総合支援事業（認知症に係る地域支援事業）

認知症総合支援事業は、地域支援事業の包括的支援事業として次の内容を総合的

に実施するものです。

ア 認知症初期集中支援推進事業

認知症の早期診断、早期対応のため、認知症初期集中支援チームの活動ＰＲに

努めるとともに、民生委員・児童委員や住民、本人・家族等からの情報を元に早

期に介入し、早期支援に努め、認知症やその疑いのある方ができる限り住み慣れ

た地域で生活できるよう支援します。また、チーム員での活動のモニタリングを

行うことで、活動の検証を行い、よりよい活動につなげていきます。

指  標
実績値 見込値 計画値

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

チーム員訪問件数（件） 18 25 20 20 20 20

チーム員会議（回） 16 15 15 15 16 16

チーム員検討委員会（回） 2 2 2 2 3 3

イ 認知症地域支援・ケア向上事業

認知症の人とその家族を総合的に支援するため、医療機関や介護サービス及び

地域の支援機関をつなぐコーディネーターとして「認知症地域支援推進員」を設

置しています。認知症になっても住み慣れた地域で生活できるよう、認知症の普

及・啓発、地域づくり、医療と介護の連携相談等、認知症の方への支援を効果的

に行う体制づくりに努めます。

実績値 見込値 計画値

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

設置人員（人） 1 1 1 1 1 1

ウ 認知症サポーター活動推進・地域づくり推進事業

病気の不安を抱えている人やその家族等が、早期に気軽に相談、情報収集がで

き、必要な医療介護等のサービスにつながっていけるような場（認知症カフェ）

の紹介、さらには、行動・心理症状等の対応困難な事例に関するアドバイス等で

認知症の人の家族の介護負担を軽減する場の提供等を行います。今後認知症ケア

の向上推進に向け、継続して行っていきます。
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図表：南大隅町認知症初期集中支援チーム事業
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③ 若年性認知症に対する支援

65 歳未満で認知症を発症した場合、「若年性認知症」とされます。社会的役割が

大きい世代であり、認知症になって職を失うと、経済的問題が大きくなります。

また、配偶者が家庭内の多くの役割と介護を担うことが多く、身体的、精神的、

経済的な介護負担が大きいと言われており、高齢者の認知症とは違った独自の支援

が必要とされる場合が多くなります。本町では、若年性認知症に対する支援を展開

していくことで、本人とその家族が、早期に必要な支援につながり、地域の中で生

活を継続することができる体制づくりを目指します。

ア 相談窓口の設置

若年性認知症に関する身近な相談窓口として、地域包括支援センター内に相談

窓口を設置します。

イ 若年性認知症に関する周知・理解の促進

若年性認知症の人やその家族が住み慣れた家庭や地域で安心して暮らしてい

くことができるよう、地域や職場における理解を促進していきます。また、認知

症サポーター養成講座でも若年性認知症に対する知識の普及・啓発を図っていき

ます。

ウ 相談窓口の周知・徹底

広報紙やホームページ、パンフレット等を活用し、若年性認知症に関する相談

窓口の周知・徹底を図ります。

④ 認知症サポーター等の養成

サポーター養成講座を開催し、新規のサポーターや 2 回目以上の受講者について

のステップアップ講座の開催を行い、認知症への理解者を増やすことに努めます。

また、サポーター養成講座を受講した方の活動の場等の確保についても行ってい

きます。

指  標
実績値 見込値 計画値

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

認知症サポーター（人） 122 73 0 100 100 100

認知症メイト（人） 10 10 10 10 10 10

講座回数（回） 5 3 0 10 10 10

⑤ 認知症ケアパスの作成・普及

認知症高齢者とその家族ができる限り住み慣れた自宅で生活を続けることがで

きるよう、認知症が気になる方が、認知症の種類や症状、相談窓口、検査機関、対

応の方法等を理解するため「認知症あんしんガイドブック」の作成と普及を推進し

ます。

本町では令和元年度に「認知症あんしんガイドブック」の改定を行い、全戸及び

各事業者等へ配布し、認知症に関する相談窓口等の周知を図っています。また、町

のホームページ等へも掲載し、遠方の家族等でも相談窓口や検査機関についての情

報を得られるように工夫していきます。
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図表：認知症安心ガイドブック(認知症ケアパス)
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⑥ 認知症カフェの利用拡大

認知症の人とその家族や支援者、地域住民等の誰もが参加でき、お茶を飲みなが

ら、気軽に相談、情報交換やレクリエーションなどが行える認知症カフェが町内事

業所の自主運営により毎月 1 回事業実施されています。

認知症地域支援推進員や認知症初期集中支援チーム員活動により把握された認

知症の方やその家族が気軽に利用できるよう紹介を行い、定期的な支援に結び付け

ます。

指  標
実績値 見込値 計画値

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

認知症カフェ開設数
（箇所）

1 1 1 1 1 1

⑦ 徘徊高齢者対策

徘徊 SOS ネットワーク協力機関と定期的に情報交換できる体制づくりについて

検討し、徘徊高齢者を発見した際の対応等について日頃より連携できる体制を構築

します。また、社会福祉協議会主催での家族会や、認知症カフェの紹介等、認知症

高齢者の家族支援に努めます。認知症キャラバン・メイトやサポーターの活用とし

て、徘徊模擬訓練を行い、地域住民への意識づけも行っていきます。

指  標
実績値 見込値 計画値

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

徘徊ＳＯＳネットワーク

登録者数（延べ人数）
4 6 6 7 8 8

徘徊 SOS ネットワーク

協力機関登録数（代表

機関数）

26 26 26 26 26 26

認知症徘徊模擬訓練

階数（回）
0 0 0 0 1 1

⑧ 認知症予防活動の推進

各自治会やサロン・老人クラブ等、希望する団体への認知症予防講話や認知症劇

を通して、認知症の理解を深めてもらい、予防や早期介入の必要性についての知識

の普及啓発を図ります。

指  標
実績値 見込値 計画値

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

認知症
予防講話等

（回） 15 12 0 5 10 15

（人） 467 445 0 100 200 300
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介護予防・健康づくり施策の充実・推進

【基本目標２】介護予防・健康づくり施策の充実・推進

（１）介護予防・日常生活支援総合事業の推進

介護予防・日常生活支援総合事業は、機能回復訓練などの高齢者本人へのアプロー

チだけではなく、高齢者本人を取り巻く環境や地域も含めてアプローチができるよ

う、介護予防事業を見直した事業です。年齢や心身の状態を考慮し、自立支援に関す

る取組を推進するため、リハビリを中心とした介護予防の機能強化を図ります。

図表：介護予防・日常生活支援総合事業体系図

 <対象>
 ①要支援認定者
 ②基本チェックリスト該当
者

 <対象>
 全ての第１号被保険者

※福祉サービスで実施

訪問介護従来の訪問介護相当
訪問型サービス

（第１号訪問事業）

通所型サービス

（第１号通所事業）
通所介護

通所型サービスＡ

従来の通所介護相当

多様なサービス

その他の生活支援サービス

（第１号生活支援事業）
栄養改善を目的とした配食※

訪問型サービス、通所型サービス

に準じる自立支援 に資する生活

支援

（訪問型サービス・通所型サービス

の一体的提供等）

介護予防ケアマネジメント

（第１号介護予防支援事業）

介護予防・生活支援

サービス事業

一般介護予防事業 ①介護予防把握事業

②介護予防普及啓発事業

③地域介護予防活動支援事業

④一般介護予防事業評価事業

⑤地域リハビリテーション活動支援事業

介護予防・

日常生活

支援

総合事業
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① 介護予防・生活支援サービス事業

ア 訪問型サービス（第１号訪問介護）

訪問型サービスは、対象者に掃除、洗濯等の日常生活上の支援を提供するサー

ビスです。これまでの訪問介護に相当するものです。

対象者は、要支援認定者、基本チェックリスト該当者です。

訪問型サービス 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

給付費（千円） 13,749 13,224 14,395 14,395 14,395

利用件数（件） 752 684 750 750 750

イ 通所型サービス（第１号通所事業）

通所型サービスは、機能訓練や集いの場等、日常生活上の支援を提供するサー

ビスです。これまでの介護予防通所介護に相当するものと、緩和した基準による

サービスがあります。

対象者は、要支援認定者、基本チェックリスト該当者です。

通所型サービス 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

給付費（千円） 19,628 17,580 21,541 21,541 21,541

利用件数（件） 940 828 960 960 960

通所型サービス A 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

給付費（千円） 1,545 1,980 1,800 1,800 1,800

利用件数（件） 515 660 600 600 600

ウ 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）

介護予防ケアマネジメントは、要支援者認定者及び基本チェックリストの記入

内容が事業対象者と判断できる者に対し、高齢者の自立支援を目的として、その

心身の状況、置かれている環境、その他の状況に応じ、その選択に基づき、訪問

型サービス（第１号訪問事業）、通所型サービス（第１号通所事業）、その他の生

活支援サービス（第１号生活支援事業）のほか、一般介護予防事業や市町村の独

自施策、市場において民間企業により提供される生活支援サービスも含め、要支

援者等の状況にあった適切なサービスが包括的かつ効率的に提供されるよう必

要な援助を行う事業です。
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○ ケアマネジメント A（原則的な介護予防ケアマネジメント）

地域包括支援センターが現行の予防給付に対する介護予防ケアマネジメント

と同様、アセスメントによってケアプラン原案を作成し、サービス担当者会議を

経て決定します。利用者との面接によるモニタリングについては、少なくとも３

ヶ月に１回行い、利用者の状況に応じてサービスの変更も行うことが可能な体制

をとっていきます。訪問型サービス C や通所型サービス C を利用する場合に実

施されます。

○ ケアマネジメント B（簡略化した介護予防ケアマネジメント）

アセスメントからケアプラン原案作成までは、ケアマネジメント A（原則的な

介護予防ケアマネジメント）と同様に実施しつつ、サービス担当者会議を省略し

たケアプランの作成と、間隔をあけて必要に応じてモニタリング時期を設定し、

評価及びケアプランの変更等を行う簡略化した介護予防ケアマネジメントを実

施します。

○ ケアマネジメント C（初回のみの介護予防ケアマネジメント）

ケアマネジメントの結果、利用者本人が自身の状況、目標の達成等を確認し、

住民主体のサービス等を利用する場合に実施していきます。初回のみ、簡略化し

た介護予防ケアマネジメントのプロセスを実施し、ケアマネジメントの結果（「本

人の生活の目標」「維持・改善すべき課題」「その課題の解決への具体的対策」「目

標を達成するための取組」等を記載）を利用者に説明し、理解を得た上で、利用

者自身のセルフマネジメントによって、住民主体の支援の利用等を継続する。そ

の後は、地域包括支援センターによるモニタリングは行わない。利用者の状況の

悪化や、利用者からの相談があった場合に、地域包括支援センターによるケアマ

ネジメントに移行していきます。

ケアマネジメント A 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

給付費（千円） 3,762 3,313 3,600 3,600 3,600

利用件数（件） 858 745 800 800 800

ケアマネジメント B 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

給付費（千円） - - - - -

利用件数（件） - - - - -

ケアマネジメント C 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

給付費（千円） - - - - -

利用件数（件） - - - - -
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② 一般介護予防事業

一般介護予防事業は、住民互助や民間サービス等との連携を通じ、要介護状態に

なっても住み慣れた地域でできる限り自立した生活を送れる地域の実現を目指す

ことを目的としています。「すべての第１号保険者（65 歳以上の高齢者）及びその

支援のための活動に関わる者」を対象としています。

ア 介護予防把握事業

地域の実態・ニーズ調査により収集した情報の活用、民生委員や家族、地域住

民からの情報、健康づくり主管課等との連携により、自宅での閉じこもりやうつ

病、栄養不足など何らかの問題を抱えた高齢者を早期に把握し、介護予防活動へ

つなげることを目的としたものです。

イ 介護予防普及啓発事業

介護予防に資する基本的な知識を普及・啓発するとともに、老人クラブ及び地

域サロンを対象とした口腔・栄養教室を開催し、早期介護予防運動の推進を実施

します。また、既存の運動教室に加え、活動的な一般高齢者を対象とした健康づ

くりを目的とした運動教室の実施を行い、高齢者の健康づくり及び介護予防を行

います。

■ サロン・老人クラブ対象

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

口腔教室
回数（回） 56 60 70 70 70

延人数（人） 577 600 600 600 600

栄養教室
回数（回） 60 65 70 70 70

延人数（人） 686 650 700 700 700

運動教室
回数（回） 68 46

延人数（人） 728 460
※ 口腔教室、栄養教室についてはサロン・老人クラブ参加者への指導を実施するが、健康づくり主管課と

の連携により医療費分析等の結果も取り入れた形での指導を行う
※ 運動教室については、ころばん体操自主グループへの指導を重点とし、ころばん体操等の住民主体の

運動のできる通いの場を立ち上げたいというグループ支援へ移行する
※ 新しい生活様式の継続により参加者への感染症対策も実施する

■ 一般高齢者対象

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

元気高齢
者対象の
運動教室

回数（回） 48 48 48

延人数（人） 480 480 480

パワー
アップ

運動教室

回数（回） 234 283 300 300 300

延人数（人） 2,458 2,600 3,000 3,000 3,000

※ 元気高齢者対象の運動教室対象者：65 歳以上の方、1 回１教室 3 か月間の実施（年間４回実施）とし、
卒業後は自主活動等へ移行できるよう支援

※ パワーアップ運動教室対象者：基本チェックリストで運動機能等の低下がみられる方等（要支援レベル）
※ 新しい生活様式の継続により 1 会場 10 名程度の参加数とし感染症対策も実施する
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ウ 地域介護予防活動支援事業

住民主体の通いの場として「ころばん体操」を実施しているグループに対して、

リーダー研修会や活動支援としての講師派遣チケットの交付、定期的な体力測定等

の実施を行い、よりよい活動ができるように支援します。

ころばん体操 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

実施箇所数（件） 20 21 23 25 27

エ 一般介護予防事業評価事業

介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等を検証し、一般介護予防事業の

評価を行う事業です。

一般介護予防事業の評価指標として、次の項目を設定します。

①実施した事業量の進捗管理（プロセス指標）

②参加者への影響の確認（アウトカム指標）

③地域への影響の確認

④地域ケア会議等による課題の発見

オ 地域リハビリテーション活動支援事業

住民、介護職員などを対象とし、リハビリ専門職等による介護予防に向けた具

体的な助言を実施する事業です。通所、訪問、地域ケア会議、公民館などにおけ

る介護予防の取組機能の強化を目指します。

（２）要介護者等に対するリハビリテーションサービス提供体制の構築

「団塊の世代」が 75 歳以上に到達する令和７年（2025 年）に向け、大都市や

その周辺都市、地方都市、中山間地域等、地域によって高齢化の状況及びそれに伴う

介護需要も異なってくることが想定されており、目指すべき方向性を明確化し、地域

の特性を活かした地域包括ケアシステムを深化・ 推進していくことが求められてい

ます。

本町においても、地域包括ケア「見える化」システム等のデータを活用し、地域の

実情に応じたリハビリテーションサービス提供体制のあり方やその実現のための具

体的な取組について検討していきます。また、県や医師、看護師、リハビリテーショ

ン専門職等と連携を図り、リハビリテーションサービス提供体制の構築に向けた取

組を推進します。
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図表：リハビリテーションサービス提供体制構築のための評価指標例

指 標 名 指 標 の 内 容 等

ストラクチャー指標

介護保険における介護サー

ビスを提供する施設や事業

所の物的資源、人的資源、

地域の状態像等を表す指

標。

○ サービス提供事業所数

・訪問リハビリテーション

・通所リハビリテーション

・介護老人保健施設

・介護医療院

・短期入所療養介護（介護老人保健施設）

・短期入所療養介護（介護医療院）

○ 以下のサービス提供事業所数

・短期集中（個別）リハビリテーション実施加算

・認知症短期集中リハビリテーション実施加算

・リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ以上

○ 規模別の通所リハビリテーション事業所数

○ 基本サービス費別の介護老人保健施設数

○ 定員数

・通所リハビリテーション

・介護老人保健施設

・介護医療院

○ 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士の従事者数

プロセス指標

介護サービスを提供する施

設や居宅介護支援事業所と

の連携、事業所の活動や、

事業所や施設間の連携体制

を測る指標。

○ 利用率

・訪問リハビリテーション

・通所リハビリテーション

・介護老人保健施設

・介護医療院

○ 定員あたりの利用延人員数

・通所リハビリテーション

○ 通所リハビリテーションの算定者数

○ リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ以上の算定者数

○ 短期集中（個別）リハビリテーション実施加算算定者数

○ 認知症短期集中リハビリテーション実施加算算定者数

○ 個別リハビリテーション実施加算算定者数

○ 生活機能向上連携加算算定者数

○ 生活行為向上リハビリテーション実施加算算定者数

○ 経口維持加算算定者数

○ 経口移行加算算定者数

○介護医療院における理学療法、作業療法、言語聴覚療法の算定者数

○入所前後訪問指導加算算定者数

○福祉用具貸与算定者数

アウトカム指標

高齢者や要介護（支援）認定

者の状態像の特徴や変化を

測る指標。

○ 主観的幸福感、健康観

○ 社会参加への移行

○ ADL の変化度

○ IADL

○ 障害高齢者の日常生活自立度

（出典）介護保険事業（支援）計画における要介護者等に対するリハビリテーションサービス提供体制の構築に関す
る手引き（令和 2 年 8 月 厚生労働省老健局老人保健課）

アウトカム指標の「指標」
は、引き続き検討がなされ
ています。
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生きがいをもって、安心・安全に暮らせる支援の充実

【基本目標３】生きがいをもって、安心・安全に暮らせる支援の充実

（１）町民同士の支え合い、助け合いの促進

① 町民の協力による地域の福祉情報ネットワークづくり

地域の中で支援を必要とする人に、地域の中で支えていく仕組みづくりを校区や

地区単位で組織し、様々な福祉活動ができるよう体制づくりを整えます。また、地

区社協活動の支援の基盤として地域の生活課題に対し、住民の支え合いによる住み

よい地域づくりを行います。

ア 「我が事・丸ごと」の地域づくり・包括的な支援体制整備の検討

支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、

住民や福祉関係者による①把握、②関係機関との連携等により、解決が図られる

ことが重要となっています。この理念を実現していくため、包括的な支援体制づ

くりの検討を行います。

イ 地域福祉計画との確実な連動

南大隅町地域福祉計画に基づき、地域住民や、施設、事業所等の自主的な福祉

活動を支援し、地域住民の多様なニーズに対応できるようにするために、行政、

町民が協働し、地域で支え合う仕組みを整え、健康で安心して暮らせる地域共生

社会の実現を目指します。

② 町民参加の高齢者支援福祉活動の周知

地域で活動する様々な団体や、グループ・団体を町社会福祉大会で表彰し、その

活動を広く町民に周知していくことで、活動意欲の促進や新たな活動グループの掘

り起こしに努めます。

③ 介護経験者によるサポート

家庭での介護は、それを経験したことのある介護者にしかわからないこともあり

ます。介護者の苦悩を軽減するには、同じく介護に関する苦悩を共有する理解者の

存在が重要です。また、地域にとっても貴重な存在になります。介護の経験を地域

に還元するとともに、現在介護している介護者の精神的負担の軽減を図れるよう、

介護者同士の交流機会の提供に努めます。

④ 独居高齢者に対する地域のサポート

独居高齢者に対する閉じこもり予防や生きがいづくりのための支援として、高齢

者同士地域で支えあうグループの育成や、健康づくり・生きがいの持てる活動、地

域の仲間づくりと社会貢献できる活動への支援を行います。
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（２）高齢者の積極的な社会参加

明るく活力に満ちた高齢化社会を確立するためには、高齢者自身が地域社会の中

で自らの経験と知識を生かして、積極的な役割を持って活躍できるような社会づく

りが重要になります。

そのためには、高齢者の雇用の促進等を図るとともに、交通手段の確保が必要です。

高齢者の就労、自主的な活動に気軽に参加ができるよう、心理的なバリアフリーにも

努めます。

① 社会福祉大会

社会福祉への功労や社会福祉活動に協力援助された団体や個人の方に対し表彰

と感謝の意を表し、その長年の功をたたえる場として年 1 回社会福祉大会を行って

いきます。

社会福祉大会 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

表彰組数（組） 31 29 30 30 30

② 知恵袋活動推進事業

高齢者が長年培ってきた技術や知恵を次の世代へ伝承する機会を作ることによ

り、高齢者自身の生きがいづくりへとつなげていくために、町事業として推進して

います。

知恵袋活動推進事業 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

おおくす会活動（回） 22 13 19 20 20

③ シルバー人材センター運営補助事業

高齢者の豊富な人生経験と蓄積された能力を活用し、就業の機会を得ることによ

り、生きがいづくりと積極的な社会参加を図っています。

シルバー人材センター

運営補助事業

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

会員数（人） 205 205 205 208 210

④ 高齢者元気度アップ地域包括ケア推進事業

いきいきふれあいサロンや住民主体の通いの場等、住民が自ら集まって活動して

いるグループについてポイントを付与し、商品券と交換することにより活動継続へ

の経済的負担を図る。

高齢者元気度アップ

地域包括ケア推進事業

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

サロン活動ポイント 1,263 1,294 1,374 1,454 1,534
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⑤ 社会参加に向けた交通機関の利用促進等

運転免許を返納または所持していない高齢者に対し、安全・快適さを確保する交

通機関は、コミュニティバス、民間路線バス、タクシーが地域住民の貴重な交通手

段となっています。今後も引き続き、交通機関の充実と利用促進を図ります。

社会参加に向けた交通

機関の利用促進等

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

福祉タクシー（回） 314 332 320 320 320

⑥ 老人クラブへの支援

仲間作りを通して、高齢者の生きがいと健康づくり、生活を豊かにする活動を行

い、知識と経験を生かして、地域を豊かにする社会活動に取り組み、明るい長寿社

会づくりに積極的に取り組んでいけるよう、単位老人クラブや町老人クラブ連合会

等へ継続して助成し支援していきます。

老人クラブへの支援 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

老人クラブ数（団体） 22 22 22 22 22

会員数（人） 847 784 788 788 788
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（３）高齢者の尊厳を守るための取組

虐待は本人からの訴えや第三者が気づいて相談を持ち込まれることがない限り、

把握することはなかなか困難なのが現状です。

本町では、地域包括支援センターに高齢者虐待の早期発見・早期対応を行う高齢者

虐待相談窓口を整備しており、介護関係者、専門機関の関係者の連携による虐待対応

支援体制を充実していきます。

① 高齢者虐待に関する普及・啓発

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（高齢者虐待

防止法）」の趣旨を踏まえ、町民に対して様々な媒体による知識・理解の普及・啓発

に取り組みます。また町内関係機関等への周知及び虐待抑止・防止及び職員のスキ

ルアップを目的として定期的な研修会を実施します。

② 成年後見制度の活用促進

認知症等で日常生活において判断能力が不十分な場合、必要に応じて契約や財産

管理などを行う際の不利益や消費被害者となることを防ぐために成年後見制度の

活用を促すとともに、制度の利用が困難な人に対し必要な支援を行います。
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図表：南大隅町高齢者・障害者虐待対応マニュアル
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（４）高齢者在宅福祉サービス

① 在宅介護支援センター

在宅介護支援センターは、在宅の要援護者に対し、介護に関する総合的な相談に

応じ、適切な保健福祉サービスが受けられるよう行政機関やサービス実施機関等と

の連絡調整を行う施設です。南大隅町には、根占地区、佐多地区に各１か所の在宅

介護支援センターが整備され、地域包括支援センターのサブセンターとしての役割

を担っています。今後とも、高齢者の実態把握や要援護者の見守り活動、相談支援

業務を行っていきます。

② 高齢者福祉サービス

南大隅町に居住している 65 歳以上の高齢者に対し、在宅で安心して暮せるよう

に、必要な福祉サービスを提供します。

ア 敬老金支給事業

多年にわたり、社会に尽くしてきた高齢者の長寿を祝福し、敬老の意を表する

ため長寿祝金を贈呈しています。

敬老金支給事業 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

敬老金贈呈（回） 492 493 485 490 480

イ 「食」の自立支援事業

在宅の高齢者等が健康で自立した生活を送ることができるよう、高齢者等の居

宅を訪問し、食事の配食を行い、高齢者等の食生活の改善を図るとともに、高齢

者等の安否の確認を行うことを目的としています。

「食」の自立支援事業 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

延利用者数（人） 1,935 1,825 1,770 1,800 1,800

ウ 生活支援移送サービス事業

生きがい対応型デイサービス及び生活支援型ショートステイサービスを利用

する高齢者で、一般の交通機関を利用することが困難な人に対して移送サービス

を行います。

生活支援移送サービス

事業

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

延利用者数（人） 483 542 520 520 520
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エ 生活支援型ホームヘルプサービス事業

一人暮らしの高齢者で、一人では毎日の暮らしが難しく援助を必要としている

65 歳以上の世帯へ、生活援助員が介護・介助を除いた日常生活の援助等を行い

ます。

生活支援型ホームヘル

プサービス事業

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

延利用者数（人） 262 276 270 270 270

オ 生活指導型ショートステイ事業

基本的生活習慣が欠如している人や体調不良等で在宅生活が一時的に困難に

なった人を老人ホーム等へ入所させ、生活指導及び体調調整等を図ります。

生活指導型

ショートステイ事業

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

延利用者数（人） 3 1 1 2 2

カ 生きがい対応型デイサービス事業

自宅に閉じこもりがちな一人暮らし高齢者等に対し、福祉施設等において日常

生活動作訓練や趣味活動の各種サービスを提供します。

生きがい対応型

デイサービス事業

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

延利用者数（人） 481 542 520 530 530

キ 高齢者日常生活用具給付等事業

一人暮らし高齢者等に対し日常生活用具を給付又は貸与することにより、日常

生活の便宜を図り福祉の増進に努めます。

高齢者日常生活用具

給付等事業

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

延利用者数（人） 0 2 2 2 2
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ク 在宅寝たきり高齢者等寝具洗濯サービス事業

日常生活に欠かせない寝具類の衛生管理が困難な人に対して、寝具類の洗濯及

び乾燥消毒を行い、清潔で快適な生活が過ごせるように支援します。

在宅寝たきり高齢者等

寝具洗濯サービス事業

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

延利用者数（人） 73 76 75 80 80

ケ 寝たきり高齢者等紙おむつ助成事業

65 歳以上の高齢者で、在宅において常時寝たきり又は失禁状態、認知症の状

態にあり、紙おむつを必要としている方に助成を行います。

寝たきり高齢者等

紙おむつ助成事業

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

支給人数（人） 331 306 300 305 310

コ 在宅高齢者等緊急通報システム事業

一人暮らしの高齢者に対し、在宅で安心して暮らせるために、普段からの見守

りや声かけの支援とあわせて、緊急時に迅速に支援する体制を確立するため、緊

急通報装置の給付を行います。

在宅高齢者等緊急通報

システム事業

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数（人） 223 187 215 215 215

サ 在宅介護者支援事業

介護福祉手当の支給対象となっている方を対象に、町指定の店舗で利用できる

月 3,000 円の利用券を発行し、介護者を支援します。

在宅介護者支援事業 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

支給人数（人） 16 17 15 15 13

シ はり、きゅう等施術料補助金支給事業

健康の保持を図るため、はり・きゅう・マッサージ指圧の施術料の補助を行な

います。

はり、きゅう等施術料補

助金支給事業

実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

交付件数（人） 273 264 250 250 250
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ス 高齢者福祉支援事業

要介護者・要支援者及び身体機能の低下が認められる特定高齢者の住宅改修に

ついて、介護保険事業による住宅改修給付費（２０万円）で不足した費用又は手

摺り、段差解消等の改修費用を助成し、高齢者等の福祉の増進に努めます。

高齢者福祉支援事業 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

支給件数（件） 4 8 10 10 10

セ 家族介護用品支給事業

住民税非課税世帯の重度の要介護高齢者を在宅で介護している家族に対して、

介護用品を支給し、高齢者を介護している家族の身体的、精神的及び経済的負担

の軽減を図るとともに、要介護高齢者の在宅生活の継続及び向上を図ることを目

的としています。

家族介護用品支給事業 実績値 見込値 計画値

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

利用者数（人） 6 4 5 4 4
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（５）災害や感染症に対する備え

近年増加している想定外の自然災害や新型コロナウイルス感染症の拡大への対応

時には、高齢者をはじめとする要配慮者の円滑かつ迅速な避難を確保することが重

要です。

本町では、現在、台風等の接近時に、早めの避難等を促し、介護保険認定者のうち、

在宅の高齢者については、施設のショートステイ等を利用したり、福祉避難所を開設

したりするなど、支援や介護が必要な要配慮者の避難を確保しています。また、大規

模災害時においては、町内の福祉施設・事業所と福祉避難所開設及び人的支援に関す

る協定を締結したところです。

今後は、避難行動要支援者名簿の整理を行い、各地域の災害対策支援組織等との連

携を確立させ、防災訓練等を実施するなど災害時の支援体制の整備・充実を図るとと

もに、災害や感染症が発生した場合に必要となる物品の確保に努めます。

また、非常時においても社会福祉施設等においては最低限のサービス提供を維持

していくことが求められており、事業継続に必要な事項を定める「事業継続計画

（BCP）」の作成を推進します。

① 災害に対する備え

日頃から介護施設事業所等と連携し、避難訓練の実施や防災啓発活動、介護事業

所等におけるリスクや、食料、飲料水、生活必需品、燃料その他の物資の備蓄・調

達状況の確認を行っていくことが重要です。

このため、介護事業所等で策定している災害対応マニュアル等の確認や定期的な

避難訓練の実施について指導・助言等を実施していきます。

② 感染症に対する備え

日頃から介護事業所等と連携し、感染拡大防止策の周知啓発、感染症発生時に備

えた平時からの事前準備、感染症発生時の代替サービスの確保に向けた連携体制の

構築等を行うことが重要です。

このため、介護事業所等が感染症発生時においてもサービスを継続するための備

えが講じられているかを定期的に確認するとともに、介護事業所等の職員が感染症

に対する理解や知見を有した上で業務に当たることができるよう、感染症に対する

研修会・講習会等の充実が必要です。また、感染症発生時も含めた鹿児島県や保健

所、協力医療機関等と連携した支援体制の整備や、介護事業所等における、備蓄・

調達・輸送体制の整備に関する取組を推進します。

③ 業務のオンライン化

ICT を活用した会議の実施等による業務のオンライン化を推進することは、感染

症リスクの軽減や遠隔地においても事業の継続が可能となるなど、災害・感染症対

策としても有効です。第 8 期介護保険事業計画においては、「新しい生活様式」に

対応できるよう、それぞれの施策について可能なものからオンライン化を検討また

は実行します。
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第２節 介護保険事業の推進

介護サービスの提供・円滑な運営

【基本目標４】介護サービスの提供・円滑な運営

１ 介護保険事業の見込み量と確保策

令和３年度から令和５年度までの第８期における見込量は、厚生労働省より提供され

る『地域包括ケア「見える化」システム』を基に算出しました。

具体的には、過去の給付実績を基に、一人あたりのサービス利用の伸び率等を考慮し

推計した各年度のサービス利用者数に、第８期計画期間中に予想される利用者数を反映

して算出しました。

（１）訪問介護

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、訪問介護

員（ホームヘルパー）が利用者の自宅を訪問し、食事・排泄・入浴などの介護（身

体介護）や、掃除・洗濯・買い物・調理などの生活の支援（生活援助）をします。

通院などを目的とした乗車・移送・降車の介助サービスを提供する事業所もあり

ます。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 28,339 28,109 28,109 19,949 15,675

回 数 （回） 818 811 811 576 453

人 数 （人） 56 56 56 40 31

（２）訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、利用者の

身体の清潔の保持、心身機能の維持回復を図り、利用者の生活機能の維持又は向

上を目指して実施されます。看護職員と介護職員が利用者の自宅を訪問し、持参

した浴槽によって入浴の介護を行います。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

回 数 （回） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

回 数 （回） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0
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（３）訪問看護・介護予防訪問看護

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、利用者の

心身機能の維持回復などを目的として、看護師などが疾患のある利用者の自宅を

訪問し、主治医の指示に基づいて療養上の世話や診療の補助を行います。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 14,767 14,534 14,534 12,953 7,794

回 数 （回） 260 256 256 228 137

人 数 （人） 36 36 36 32 19

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 2,515 2,572 2,609 1,942 2,149

回 数 （回） 54 55 56 42 46

人 数 （人） 8 8 8 6 6

（４）訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、理学療法

士、作業療法士、言語聴覚士などが利用者の自宅を訪問し、心身機能の維持回復

や日常生活の自立に向けたリハビリテーションを行います。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 2,168 2,169 2,169 1,901 1,632

回 数 （回） 61 61 61 54 46

人 数 （人） 7 7 7 6 5

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 378 379 379 379 379

回 数 （回） 11 11 11 11 11

人 数 （人） 1 1 1 1 1
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（５）居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導

サービス

概 要

在宅で療養していて、通院が困難な利用者へ医師、歯科医師、看護師、薬剤師、

管理栄養士、歯科衛生士などが家庭を訪問し療養上の管理や指導、助言等を行う

サービスです。また、ケアマネジャーに対して、ケアプランの作成に必要な情報

提供も行います。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 2,621 2,625 2,482 2,482 1,309

人 数 （人） 18 18 17 17 9

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 260 260 260 260 130

人 数 （人） 2 2 2 2 1

（６）通所介護（デイサービス）

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、自宅にこ

もりきりの利用者の孤立感の解消や心身機能の維持、家族の介護の負担軽減など

を目的として実施します。

利用者が通所介護の施設（利用定員 19 人以上のデイサービスセンターなど）に

通い、施設では、食事や入浴などの日常生活上の支援や、生活機能向上のための

機能訓練や口腔機能向上サービスなどを日帰りで提供します。生活機能向上グル

ープ活動などの高齢者同士の交流もあり、施設は利用者の自宅から施設までの送

迎も行います。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 114,341 116,592 123,492 132,549 112,911

回 数 （回） 1,254 1,282 1,357 1,450 1,236

人 数 （人） 118 121 128 136 116
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（７）通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、利用者が

通所リハビリテーションの施設（老人保健施設、病院、診療所など）に通い、食

事や入浴などの日常生活上の支援や、生活機能向上のための機能訓練や口腔機能

向上サービスなどを日帰りで提供します。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 23,047 24,908 25,752 25,752 11,648

回 数 （回） 233 247 253 253 114

人 数 （人） 30 32 33 33 15

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 8,768 8,773 8,773 8,773 5,521

人 数 （人） 22 22 22 22 14

（８）短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、自宅にこ

もりきりの利用者の孤立感の解消や心身機能の維持回復だけでなく、家族の介護

の負担軽減などを目的として実施します。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 61,582 63,613 70,156 72,152 70,156

回 数 （回） 643 666 731 754 731

人 数 （人） 51 53 58 60 58

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 1,503 1,504 1,504 1,504 1,504

回 数 （回） 21 21 21 21 21

人 数 （人） 4 4 4 4 4
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（９）短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、療養生活

の質の向上及び家族の介護の負担軽減などを目的として実施します。

医療機関や介護老人保健施設、介護医療院が、日常生活上の世話や、医療、看護、

機能訓練などを提供します。

① 介護老人保健施設

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 4,666 4,669 4,669 4,669 2,761

回 数 （回） 32 32 32 32 20

人 数 （人） 4 4 4 4 3

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

回 数 （回） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0

② 病院等

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

回 数 （回） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

回 数 （回） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0

③ 介護医療院

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

回 数 （回） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

回 数 （回） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0
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（10）福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、指定を受

けた事業者が、利用者の心身の状況、希望及びその生活環境等をふまえ、適切な

福祉用具を選ぶための援助・取り付け・調整などを行い、福祉用具を貸与します。

福祉用具を利用することで日常生活上の便宜を図り、家族の介護の負担軽減など

を目的として実施します。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 20,085 20,228 20,371 20,371 17,552

人 数 （人） 123 124 125 125 107

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 4,223 4,358 4,493 4,152 3,761

人 数 （人） 63 65 67 63 57

（11）特定福祉用具購入費・特定介護予防福祉用具購入費

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、福祉用具

販売の指定を受けた事業者が、入浴や排泄に用いる、貸与になじまない福祉用具

を販売します。福祉用具を利用することで日常生活上の便宜を図り、家族の介護

の負担軽減などを目的として実施します。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 726 726 726 726 243

人 数 （人） 3 3 3 3 1

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 375 375 375 549 361

人 数 （人） 2 2 2 3 2
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（12）住宅改修費・介護予防住宅改修

サービス

概 要

在宅の利用者が、住みなれた自宅で生活が続けられるように、住宅の改修を行う

サービスです。利用者だけではなく周りで支える家族の意見も踏まえて改修計画

を立てていきます。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 2,570 2,570 2,570 2,570 2,570

人 数 （人） 3 3 3 3 3

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 1,023 1,023 1,023 1,023 1,023

人 数 （人） 3 3 3 3 3

（13）特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護

サービス

概 要

利用者が可能な限り自立した日常生活を送ることができるよう、指定を受けた有

料老人ホームや軽費老人ホームなどが、食事や入浴などの日常生活上の支援や、

機能訓練などを提供します。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 12,749 12,756 12,756 12,756 10,141

人 数 （人） 6 6 6 6 5

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 2,259 2,260 2,260 2,260 0

人 数 （人） 2 2 2 2 0
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２ 地域密着型サービス

（１）定期巡回・随時対応型訪問介護看護

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、定期的な

巡回や随時通報への対応など、利用者の心身の状況に応じて、24 時間 365 日

必要なサービスを必要なタイミングで柔軟に提供します。

また、サービスの提供にあたっては、訪問介護員だけでなく看護師なども連携し

ているため、介護と看護の一体的なサービス提供を受けることもできます。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 3,056 3,057 3,057 3,057 3,057

人 数 （人） 2 2 2 2 2

（２）夜間対応型訪問介護

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を、24 時間安心して送ることがで

きるよう、夜間帯に訪問介護員（ホームヘルパー）が利用者の自宅を訪問します。

「定期巡回」と「随時対応」の 2 種類のサービスがあります。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0

（３）地域密着型通所介護

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、自宅にこ

もりきりの利用者の孤立感の解消や心身機能の維持、家族の介護の負担軽減など

を目的として実施します。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 19,298 19,308 19,308 19,308 10,838

回 数 （回） 185 185 185 185 109

人 数 （人） 13 13 13 13 8
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（４）認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護

サービス

概 要

認知症である利用者が可能な限り自身の居宅において、持っている能力に応じて

自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持や機能向上を目指し、

必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感

の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽

減を図る目的で提供されるサービスです。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

回 数 （回） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

回 数 （回） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0

（５）小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護

サービス

概 要

利用者が可能な限り自立した日常生活を送ることができるよう、利用者の選択に

応じて、施設への「通い」を中心として、短期間の「宿泊」や利用者の自宅への

「訪問」を組合せ、家庭的な環境と地域住民との交流の下で日常生活上の支援や

機能訓練を行います。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 2,111 2,112 2,112 2,112 2,112

人 数 （人） 1 1 1 1 1

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0
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（６）認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護

サービス

概 要

認知症の利用者を対象にした専門的なケアを提供するサービスです。利用者が可

能な限り自立した日常生活を送ることができるよう、認知症の利用者が、グルー

プホームに入所し、家庭的な環境と地域住民との交流のもとで、食事や入浴など

の日常生活上の支援や、機能訓練などのサービスを受けます。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 190,000 190,106 190,106 190,106 162,082

人 数 （人） 62 62 62 62 53

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 2,719 2,720 2,720 2,720 2,720

人 数 （人） 1 1 1 1 1

（７）地域密着型特定施設入居者生活介護

サービス

概 要

利用者が可能な限り自立した日常生活を送ることができるよう、指定を受けた入

居定員 30 人未満の有料老人ホームや軽費老人ホームなどが、食事や入浴などの

日常生活上の支援や、機能訓練などを提供します。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0
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（８）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

サービス

概 要

利用者が可能な限り自立した日常生活を送ることができるよう、入所定員 30 人

未満の介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）が、常に介護が必要な方の入所

を受け入れ、入浴や食事などの日常生活上の支援や、機能訓練、療養上の世話な

どを提供します。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0 0 0

（９）看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）

サービス

概 要

利用者が可能な限り自立した日常生活を送ることができるよう、利用者の選択に

応じて、施設への「通い」を中心として、短期間の「宿泊」や利用者の自宅への

「訪問（介護）」に加えて、看護師などによる「訪問（看護）」も組み合わせるこ

とで、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、介護と看護の一体的なサービス

の提供を受けることができます。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 3,499 3,501 3,501 3,501 3,501

人 数 （人） 1 1 1 1 1
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３ 施設サービス

（１）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

サービス

概 要

入所者が可能な限り在宅復帰できることを念頭に、常に介護が必要な方の入所を

受け入れ、入浴や食事などの日常生活上の支援や、機能訓練、療養上の世話など

を提供します。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 382,488 382,700 382,700 338,184 255,813

人 数 （人） 122 122 122 108 82

（２）介護老人保健施設（老健）

サービス

概 要

在宅復帰を目指している方の入所を受け入れ、入所者が可能な限り自立した日常

生活を送ることができるよう、リハビリテーションや必要な医療、介護などを提

供します。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 152,724 152,809 152,809 125,505 91,821

人 数 （人） 46 46 46 38 28

（３）介護医療院

サービス

概 要

長期にわたって療養が必要である方の入所を受け入れ、利用者が可能な限り自立

した日常生活を送ることができるよう、療養上の管理、看護、介護、機能訓練、

その他必要な医療と日常生活に必要なサービスなどを提供します。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 6,522 6,525 6,525 6,525 6,525

人 数 （人） 2 2 2 2 2

（４）介護療養型医療施設

サービス

概 要

長期にわたって療養が必要な方の入所を受け入れ、入所者が可能な限り自宅で自

立した日常生活を送ることができるよう、機能訓練や必要な医療、介護などを提

供します。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 0 0 0

人 数 （人） 0 0 0

  ※ 介護療養型医療施設は令和６年（2024 年）３月末をもって廃止される予定です。
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４ その他

（１）居宅介護支援・介護予防支援

サービス

概 要

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、ケアマネ

ジャーが、利用者の心身の状況や置かれている環境に応じた介護サービスを利用

するためのケアプランを作成し、そのプランに基づいて適切なサービスが提供さ

れるよう、事業者や関係機関との連絡・調整を行います。特定のサービスや事業

者に偏ることがないよう、公正中立に行うこととされています。

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 37,886 38,807 35,688 28,722 23,116

人 数 （人） 214 219 202 163 130

第８期計画期間

R3（2021） R4（2022） R5（2023） R7（2025） R22（2040）

給付費 （千円） 4,358 4,304 4,248 4,025 3,745

人 数 （人） 78 77 76 72 67

５ 必要利用定数総数の設定

（１）入所系サービスの必要利用定員総数

第８期計画における地域密着型サービスの必要利用定員総数は、以下のとおりと

します。

① 認知症対応型共同生活介護

実績値 第８期計画期間

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

新 規 整 備 数 0 0 0 0

整 備 総 数 4 4 4 4

定 員 総 数 72 72 72 72

② 地域密着型特定施設入居者生活介護

実績値 第８期計画期間

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

新 規 整 備 数 0 0 0 0

整 備 総 数 0 0 0 0

定 員 総 数 0 0 0 0

③ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

実績値 第８期計画期間

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

新 規 整 備 数 0 0 0 0

整 備 総 数 0 0 0 0

定 員 総 数 0 0 0 0


